
(証券コード：3390)

2022 年 ６ 月 14 日

株 主 各 位

東京都豊島区東池袋一丁目25番８号

Ｉ Ｎ Ｅ Ｓ Ｔ 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 執行 健太郎

第26回定時株主総会および
普通株主様による種類株主総会招集ご通知

拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第26回定時株主総会および普通株主様による種類株主総会を下記のとお

り開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

本定時株主総会には、「株式移転計画承認の件」を議案として上程いたしますが、こ

の議案につきまして、会社法第322条第１項第13号に基づく決議をいただくため、普通

株主様による種類株主総会を併せて開催させていただくことになりました。

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類および種類株主総会参考書類をご検討の

うえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年６月28日（火曜日）

午後５時30分（当社営業終了時刻）までに到着するようご返送くださいますようお願

い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前11時（受付開始：午前10時30分）

２．場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ 文化会館ビル７階

７Ｆ会議室「701号室」

（末尾の「株主総会会場案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

（定時株主総会）

報 告 事 項 １．第26期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および

監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第26期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件
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決 議 事 項

第１号議案 株式移転計画承認の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

（普通株主様による種類株主総会）

決 議 事 項

議 案 株式移転計画承認の件

４．招集にあたっての決定事項

（1）議決権行使書用紙において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示

をされたものとして取り扱わせていただきます。

（2）同一の議案につき、議決権行使書用紙により重複して議決権行使を行った場合、

最後に到着したものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。

◎本総会は、インターネットによる議決権行使を採用しておりません。

◎株主総会参考書類および種類株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://inest-inc.co.jp/）に掲載させ

ていただきます。

◎当社は、法令により提供すべき書面のうち次に掲げる事項について、法令および当社定款第15条の規

定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://inest-inc.co.jp/）に掲載しておりま

すので、本定時株主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

・事業報告のうち新株予約権等に関する事項

・事業報告のうち会計監査人の状況

・事業報告のうち会社の体制および方針

・連結計算書類のうち連結注記表

・計算書類のうち個別注記表

したがって、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際し

て監査をした連結計算書類または計算書類の一部であり、また、監査等委員会が監査報告を作成する

に際して監査をした事業報告、連結計算書類または計算書類の一部であります。
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（提供書面）
事 業 報 告

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

当社グループは当連結会計年度より、従来の日本基準に替えてＩＦＲＳを適用

しており、前連結会計年度の数値をＩＦＲＳに組み替えて比較分析を行っており

ます。

① 事業の経過およびその成果

当連結会計年度(2021年４月１日～2022年３月31日)における我が国経済は、

新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあります。

国内外経済の先行きについては、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促

進するなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが

続くことが期待されておりますが、感染の動向が国内外経済に与える影響に十

分に注意する必要があります。

当社グループを取り巻く事業環境では、ＡＩやＩｏＴを活用したソリューシ

ョンサービスの活用やＢＣＰ対策への対応、在宅勤務やリモートワーク等の働

き方改革への対応等が求められており、昨今のコロナ禍をきっかけにそのニー

ズも急速に多様化していくと認識しております。

このような事業環境のもと、2020年８月１日を効力発生日として、株式会社

アイ・ステーションおよび株式会社Ｐａｔｃｈ(現社名 Ｒｅｎｘａ株式会社)

を当社の完全子会社とし、新たな経営体制へ移行いたしました。各社の販売網

や販売チャネル、多数の顧客基盤と商品等を活かし、法人企業や個人消費者の

顧客のニーズにあった商品の取り扱いを増やし、積極的に販売活動を展開して

まいりました。

なお、当社グループにおいては感染力の高い新型コロナウイルスの変異株に

よる社会全体での感染者の急増に伴い、感染拡大防止に留意し営業活動を行っ

ておりましたが、主に法人向け事業のフィールドセールスに影響が生じました。

以上の結果、当連結会計年度の売上収益は6,626百万円(前連結会計年度比

35.5％増)となり、営業利益70百万円(前連結会計年度比38.5％減)、税引前当期

利益43百万円(前連結会計年度は税引前当期損失５百万円)、親会社の所有者に

帰属する当期損失は58百万円(前連結会計年度は親会社の所有者に帰属する当期

利益は203百万円)となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。
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イ．法人向け事業

主に中小法人に対して、モバイルデバイスや新電力、ＯＡ機器等の顧客のニ

ーズにあった各種商品を取次販売しており、当連結会計年度においては、多数

の顧客基盤や商品を活かした販売活動に注力してまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上収益は3,292百万円(前連結会計年度比35.6

％増)、セグメント利益は433百万円(前連結会計年度比104.9％増)となりまし

た。

ロ．個人向け事業

主に個人消費者に対して、ウォーターサーバーやモバイルデバイス、インタ

ーネット回線等の顧客のニーズにあった各種商品を取次販売しており、当連結

会計年度においては、多数の顧客基盤と商品を強みにより顧客のニーズに寄り

添った販売活動に注力してまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上収益は3,344百万円(前連結会計年度比35.5

％増)、セグメント利益は228百万円(前連結会計年度比42.9％増)となりました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度において社内情報ネットワーク関連および新規設備対する設

備投資197百万円等を行いました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度において、金融機関より借入金として600百万円の調達を行い

ました。

また、第三者割当による行使価額修正条項付第２回新株予約権（行使要請条

項・停止要請条項付）32,009個権利行使されたことに伴う払込みにより299百万

円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。
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(2) 財産および損益の状況

① 企業集団の財産および損益の状況

日本基準

区 分

第23期

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

第24期

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

第25期

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

売 上 高 (百万円) 3,607 2,967 6,500

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 （△）

(百万円) △438 △483 34

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

(百万円) △435 △649 21

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(百万円) △433 △698 168

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) △7.89 △11.65 2.22

総 資 産 額 (百万円) 2,703 1,578 5,290

純 資 産 額 (百万円) 823 124 2,179

１株当たり純資産額 (円) 13.73 2.08 7.84

国際会計基準(ＩＦＲＳ)

区 分

第25期

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

第26期
(当連結会計年度)

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

売 上 収 益 (百万円) 4,890 6,626

営 業 利 益 (百万円) 114 70

税 引 前 利 益 又 は
税引前損失（△）

(百万円) △5 43

親会社の所有者に帰属する当期利益又は
親会社の所有者に帰属する当期損失(△)

(百万円) 203 △58

基本的1株当たり当期利益又は
基本的1株当たり当期損失 (△)

(円) 2.68 △0.65

資 産 合 計 (百万円) 6,647 6,817

資 本 合 計 (百万円) 2,173 2,435

1株当たり親会社
所 有 者 帰 属 持 分

(円) 24.78 26.78

(注)１ 第26期より国際会計基準に基づいて連結計算書類を作成しております。また、ご参考までに
第25期の数値もIFRSに準拠した数値も併記しております。

２ 当社は2020年４月30日に広告ソリューション事業のサービスを終了したことに伴い、同事業
を非継続事業に分類しております。そのため第25期の売上収益および税引前当期利益（△損
失）の金額について、非継続事業を除いた継続事業の金額で表示しております。
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② 当社の財産および損益の状況

区 分

第23期

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

第24期

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

第25期

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

第26期
( 当 事 業 年 度 )

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

売 上 高 (百万円) 1,128 1,381 492 669

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △95 3 △189 △10

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）

(百万円) △1,065 △284 46 △63

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) △19.38 △4.75 0.61 △0.71

総 資 産 額 (百万円) 1,850 1,354 2,790 3,749

純 資 産 額 (百万円) 358 73 2,005 2,236

１株当たり純資産額 (円) 5.98 1.23 5.86 24.20

(注)１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行済
株式数により、１株当たり純資純額は、自己株式を控除した期末発行済株式数により算出してお
ります。また、１株当たり当期純利益の算定上の基礎のうち、Ａ種優先株式は剰余金の配当につ
いて普通株式と同順位であるため、普通株式と同等の株式としております。

(3) 企業集団の対処すべき課題

当社グループは、安定した収益の確保に向けて、既存事業の強化を行うことが

重要であると認識しております。また、その他の課題につきましては、以下のと

おりであります。

① 新型コロナウイルスの感染拡大および拡散防止においては、引き続きマスク
の着用、消毒の徹底、出勤時の検温等の感染拡大防止策を講じ、加えてリモ
ートワーク勤務体制を整備する等必要な対策を講じてまいります。

② 商品販売面においては、展開するサービスをグループ会社の垣根を越えて事
業分野別に区分し、事業領域・責任体制を明確化することで、効率的かつ迅
速な販売活動を行ってまいります。

③ 商品力強化の面では、お客様のニーズを的確に把握したサービスの開発、継
続的な改良が必要不可欠であります。そのため、中小企業や個人のお客様の
ニーズにあった商品の取り扱いを増加し、サービス品質向上に努めてまいり
ます。

④ 営業力強化の面においては、従業員一人当たりの生産性向上を最重要課題と
して捉え、多種多様な商材を取り扱う上での知識やノウハウ習得を目的とし
た教育体制、管理体制の強化に努めてまいります。
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⑤ 財務面においては、経営資源の効率的な運用を目指し、人員規模の適正化や
その他コスト削減を行い、引き続き財務体質の強化を行ってまいります。

⑥ 資金調達面においては、事業戦略上必要な資金を確保する必要があるため、
効率的な資金の調達、資金繰りの安定化に努めてまいります。

⑦ 情報セキュリティの面においては、情報保護の重要性がますます高まってい
ることに対応し、セキュリティの強化を行っております。

⑧ コーポレート・ガバナンスの面においては、当社グループの健全かつ継続的
な成長を図るため全社を挙げてコンプライアンス・内部監査体制の一層の強
化に取り組み、実効的なコーポレート・ガバナンス体制を確立してまいりま
す。

(4) 主要な事業内容(2022年３月31日現在)

事 業 事 業 内 容 等

法 人 向 け 事 業
主に中小企業に対するモバイルデバイスや
新電力、ＯＡ機器等の各種商品の取次販売

個 人 向 け 事 業
主に個人消費者に対するウォーターサーバ
ーやモバイルデバイス、インターネット回
線等の各種商品の取次販売

(5) 主要な事業所(2022年３月31日現在)

本 社 東京都豊島区東池袋一丁目25番８号

営 業 所 東京（池袋）

(6) 従業員の状況(2022年３月31日現在)

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数

379名

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。
２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

② 従業員の事業別の状況

事 業 従 業 員 数

法 人 向 け 事 業 285名

個 人 向 け 事 業 58名

管 理 部 門 36名
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③ 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

36名 ７名増 34.3歳 １年０か月

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。
２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

(7) 主要な借入先(2022年３月31日現在)

借入先 借入額

株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 449 百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 448 百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200 百万円

(注) 株式会社りそな銀行の借入額には、第１回無担保社債の残高が含まれております。

(8) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Ｌ ｉ ｎ ｋ ｌ ｅ ｔ
株 式 会 社

20 百万円 100.00％ 携 帯 電 話 の 販 売

株 式 会 社
アイ・ステーション

47 百万円 100.00％ 携 帯 電 話 の 販 売

Ｒｅｎｘａ株式会社 50 百万円 100.00％ ウォーターサーバーの販売

(注) 当事業年度末における特定子会社の状況は、次のとおりであります。

会 社 名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株 式 会 社
アイ・ステーション

東京都文京区小石川
五丁目36番

1,526 百万円 3,749百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項(2022年３月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 普通株式 310,795,700株

Ａ種優先株式 22,710,000株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 68,217,325株

Ａ種優先株式 22,710,000株

(3) 株主数 7,508名

(4) 大株主の状況

株 主 名
持 株 数 持 株

比 率普通株式 Ａ種優先株式 合計

株式会社光通信 23,429,784株 22,710,000株 46,139,784株 50.74％

Ｓ Ｂ Ｉ イ ノ ベ ー シ ョ ン
フ ァ ン ド １ 号

6,756,756株 ― 6,756,756株 7.43％

株式会社ＳＢＩ証券 1,275,300株 ― 1,275,300株 1.40％

ＩＮＥＳＴ従業員持株会 1,107,600株 ― 1,107,600株 1.22％

前田 喜美子 905,600株 ― 905,600株 1.00％

本橋 和文 696,000株 ― 696,000株 0.77％

株式会社マイナビ 688,000株 ― 688,000株 0.76％

株式会社エフティグループ 498,700株 ― 498,700株 0.55％

楽天証券株式会社 452,500株 ― 452,500株 0.50％

小林 俊雄 436,231株 ― 436,231株 0.40％

(注) 持株比率は、自己株式（240株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2022年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

執 行 健太郎 代 表 取 締 役 社 長

片 野 良 太 代 表 取 締 役 常 務 管理本部長

坂 本 幸 司 取 締 役 副 社 長

近 藤 武 雄 取締役(常勤監査等委員)

倉 嶌 喬 取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )

竹 中 由 重 取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 弁護士

柴 田 亮 取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )

(注) １．監査等委員である近藤武雄氏、倉嶌喬氏および竹中由重氏は、社外取締役であります。
２．監査等委員である柴田亮氏は、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
３．当社は、監査等委員である近藤武雄氏、倉嶌喬氏および竹中由重氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 当社の監査等委員会は、経営会議その他重要な会議等への出席による情報収集と共有およ

び内部監査部門等との緊密な連携を通じて監査等委員会の監査・監督機能の実効性を確保
するため、近藤武雄氏を常勤の監査等委員として選定しております。

(2) 当事業年度中に退任した取締役または監査役

氏 名
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当
お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

退 任 日 退 任 理 由

平 田 英 之 取 締 役 2021年６月29日 任期満了

川 合 宏 一 監 査 役 2021年６月29日 任期満了

和 田 拓 士 監 査 役 2021年６月29日 辞任

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は、監査等委員である社外取締役全員との間で会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の定める額としております。

(4) 補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結しており、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負

うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある
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損害等が当該保険契約により補填されます。当該保険契約の被保険者は当社取締

役であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

(6) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等

① 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針に関する事項

当社は、取締役会決議により、取締役(監査等委員である取締役を除く。以下

本号において同じ。)の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、当

該決定方針は、(ⅰ)取締役の報酬が、経営責任の明確化および企業価値の持続

的な向上へのインセンティブとして機能するよう、株主利益との連動を念頭に

おいた報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定は各職責を踏まえた適正な水

準とすることを基本方針とすること、(ⅱ)個人別の報酬等については、取締役

の基本報酬は月例の固定報酬とし、当社の業績および担当業務における各取締

役の貢献および実績に基づき、各取締役の役位および職責ならびに当社の連結

営業利益その他の会社の業績等を総合的に勘案して決定するものとすること、

(ⅲ)取締役の個人別の報酬の額は取締役会において決定するものとし、監査等

委員会の意見がある場合はその意見を踏まえて当該決定を行うこと、をその内

容の概要としております。なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の

内容は当該決定方針の内容に即した検討に基づき決定されており、取締役会と

しては当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該決定方針に沿う

ものであると判断しております。

② 取締役および監査役の報酬等の総額等

区 分 支給人員 報酬等の総額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

６名
(３名)

37百万円
(０百万円)

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
(３名)

４百万円
(４百万円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
(２名)

１百万円
(１百万円)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

13名
(８名)

44百万円
(６百万円)

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．当社は2021年６月29日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設

置会社に移行しています。
３．監査役に対する報酬等は監査等委員会設置会社移行前の期間に係るものです。
４．監査等委員でない取締役の報酬限度額は、2021年６月29日開催の第25回定時株主総会にお

いて年額200百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査等委
員でない取締役の員数は３名です。

５．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2021年６月29日開催の第25回定時株主総会にお
いて年額20百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査等委
員である取締役の員数は４名（うち社外取締役は３名）です。

６．監査役の報酬限度額は、2005年６月29日開催の第９回定時株主総会において年額20百万円
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以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。
７．取締役の報酬等には該当しませんが、役員に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付

与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（2005年12月27日、
企業会計基準第８号）等に準拠して株式報酬費用として計上しており、当事業年度中の費
用計上額は、取締役（監査等委員および社外取締役を除く）３名に対して、19百万円とな
ります。

(7) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

主な活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
監査等
委員

近 藤 武 雄

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査等委員会設置会
社移行前に開催された監査役会２回のうち２回、監査等委員会設置会社
移行後に開催された監査等委員会10回のうち10回に出席いたしました。
取締役会では企業経営者としての豊富な知識や見識に基づく発言を行う
とともに、取締役会以外の場においてもその幅広い見識に基づき業務執
行やコーポレート・ガバナンスに対する助言、監督等に係る発言を行う
等によりその職責を果たしました。

取締役
監査等
委員

倉 嶌 喬

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査等委員会10回の
うち９回に出席いたしました。取締役会では企業経営者としての豊富な
知識や見識に基づく発言を行うとともに、取締役会以外の場においても
その幅広い見識に基づき業務執行に対する助言、監督等に係る発言を行
う等によりその職責を果たしました。

取締役
監査等
委員

竹 中 由 重

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査等委員会10回の
うち10回に出席いたしました。取締役会では法律専門家としての見識に
基づく発言を行うとともに、取締役会以外の場においても弁護士として
の専門的見地から業務執行に対する助言、監督等に係る発言を行う等に
よりその職責を果たしました。

(注) 上記の取締役会のほか、会社法第370条および当社定款第25条第２項の規定に基づき取締役会
決議があったものとみなす書面決議が５回ありました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 事業報告に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 ) ( 負 債 及 び 資 本 )

( 負 債 )

流 動 資 産 3,212 流 動 負 債 2,339

現 金 及 び 現 金 同 等 物 1,470 営業債務及びその他の債務 1,620

営業債権及びその他の債権 1,495 有 利 子 負 債 501

棚 卸 資 産 75 リ ー ス 負 債 108

そ の 他 の 流 動 資 産 170 未 払 法 人 所 得 税 0

そ の 他 の 流 動 負 債 108

非 流 動 資 産 3,604

有 形 固 定 資 産 128 非 流 動 負 債 2,042

使 用 権 資 産 1,178 有 利 子 負 債 916

の れ ん 1,666 リ ー ス 負 債 1,068

無 形 資 産 107 引 当 金 57

持分法で会計処理されている投資 11 負 債 合 計 4,381

そ の 他 の 金 融 資 産 451 ( 資 本 の 部 )

繰 延 税 金 資 産 58 親会社の所有者に帰属する持分 2,435

そ の 他 の 非 流 動 資 産 3 資 本 金 100

資 本 剰 余 金 2,243

利 益 剰 余 金 91

自 己 株 式 △0

資 本 合 計 2,435

資 産 合 計 6,817 負 債 及 び 資 本 合 計 6,817
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 収 益 6,626

売 上 原 価 465

売 上 総 利 益 6,161

そ の 他 の 収 益 36

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,120

そ の 他 の 費 用 6

営 業 利 益 70

金 融 収 益 28

金 融 費 用 56

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 0

税 引 前 当 期 利 益 43

法 人 所 得 税 費 用 101

当 期 利 益 （△ 損 失） △58

当 期 利 益 （△ 損 失） の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 △58

非 支 配 持 分 －
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連結持分変動計算書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
包括利益
累計額合計

合計 資本合計

当期首残高 273 1,985 △86 △0 － 2,173 2,173

当期包括利益

当期利益 － － △58 － － △58 △58

その他の包括利益 － － － － △2 △2 △2

当期包括利益合計 － － △58 － △2 △60 △60

所有者との取引額等

新株の発行（新株予約権の行使） 136 172 － － － 309 309

新株予約権の発行 － 12 － － － 12 12

自己株式の取得 － － － △0 － △0 △0

減資 △310 310 － － － － －

利益剰余金への振替 － △238 236 － 2 － －

所有者との取引額等合計 △173 257 236 △0 2 322 322

当期末残高 100 2,243 91 △0 － 2,435 2,435

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 連結計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 930 流 動 負 債 792

現 金 及 び 預 金 606 短 期 借 入 金 402

売 掛 金 8 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 64

前 払 費 用 35 未 払 金 316

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 200 そ の 他 8

未 収 入 金 70 固 定 負 債 720

未 収 還 付 法 人 税 等 7 長 期 借 入 金 495

そ の 他 0 社 債 136

貸 倒 引 当 金 △0 長 期 未 払 金 88

固 定 資 産 2,818

有 形 固 定 資 産 35

建 物 4 負 債 合 計 1,512

工 具 器 具 備 品 30 ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 85 株 主 資 本 2,200

ソ フ ト ウ エ ア 77 資 本 金 100

そ の 他 8 資 本 剰 余 金 2,164

投 資 そ の 他 の 資 産 2,698 資 本 準 備 金 2,091

投 資 有 価 証 券 12 そ の 他 資 本 剰 余 金 72

関 係 会 社 株 式 2,281 利 益 剰 余 金 △63

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 331 そ の 他 利 益 剰 余 金 △63

繰 延 税 金 資 産 0 繰 越 利 益 剰 余 金 △63

敷 金 及 び 保 証 金 72 自 己 株 式 △0

破 産 更 生 債 権 等 2 新 株 予 約 権 35

貸 倒 引 当 金 △2 純 資 産 合 計 2,236

資 産 合 計 3,749 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,749
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損 益 計 算 書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 669

売 上 原 価 37

売 上 総 利 益 632

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 621

営 業 利 益 10

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

そ の 他 1 2

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11

支 払 手 数 料 10

そ の 他 0 23

経 常 損 失 10

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 39

そ の 他 1 41

税 引 前 当 期 純 損 失 51

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 0

法 人 税 等 調 整 額 11 11

当 期 純 損 失 63

― 17 ―



株主資本等変動計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

新 株

予約権

純資産
合 計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合 計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 273 1,954 － 1,954 △238 △0 1,990 15 2,005

当期変動額

新株の発行
(新株予約権の行使)

136 136 136 273 273

資本金からその他資本剰
余金への振替

△310 310 310 － －

欠損填補 △238 △238 238 － －

自己株式の取得 △0 △0 △0

当期純損失(△) △63 △63 △63

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

20 20

当期変動額合計 △173 136 72 209 174 △0 210 20 230

当期末残高 100 2,091 72 2,164 △63 △0 2,200 35 2,236

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年５月25日

ＩＮＥＳＴ株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 村 英 紀

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 井 公 人

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＩＮＥＳＴ株式会社の2021年４月１日か

ら2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損
益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、ＩＮＥＳＴ株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以 上

― 20 ―



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年５月25日

ＩＮＥＳＴ株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 村 英 紀

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 井 公 人

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＩＮＥＳＴ株式会社の2021年４月

１日から2022年３月31日までの第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第26期事業年度の取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の
取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結
計算書類（会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会計基準で求められる開示項目
の一部を省略して作成された連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月25日
ＩＮＥＳＴ株式会社 監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 近 藤 武 雄 ㊞
監 査 等 委 員 倉 嶌 喬 ㊞
監 査 等 委 員 竹 中 由 重 ㊞
監 査 等 委 員 柴 田 亮 ㊞

(注)監査等委員である近藤武雄、倉嶌喬及び竹中由重は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

以 上

― 23 ―



株主総会参考書類

第１号議案 株式移転計画承認の件

当社は、2022年10月３日（予定）を期日として、当社の単独株式移転（以下「本

株式移転」といいます。）の方法により、持株会社（完全親会社）である「テラセル

ホールディングス株式会社」（以下「持株会社」といいます。）を設立することにつ

いて、本株式移転に関する株式移転計画（以下「本株式移転計画」といいます。）を

作成のうえ、2022年５月25日開催の当社取締役会において決議いたしました。本議

案は本株式移転計画について、株主の皆様のご承認をお願いするものであります。

本株式移転を行う理由、本株式移転計画の内容等は、以下のとおりです。

１．株式移転を行う理由

当社グループは、2020年８月１日を効力発生日として新たな経営体制へと移行し、

現在、主に中小企業に対してモバイルデバイスや新電力、ＯＡ機器等の各種商品の

取次販売を行う「法人向け事業」と、個人消費者に対してウォーターサーバーやモ

バイルデバイス、インターネット回線等の各種商品の取次販売を行う「個人向け事

業」の二本の柱を主要事業として、複数の販売網や多彩な販売チャネル、多数の顧

客基盤やサービス、営業リソース等の強みを活かし、中小企業や個人消費者のニー

ズにあった商品の取り扱いを積極的に増加させ、販売活動を展開してまいりました。

当社グループを取り巻く事業環境では、ＡＩやＩｏＴを活用したソリューション

サービスの活用やＢＣＰ対策への対応、在宅勤務やリモートワーク等の働き方改革

への対応等が求められており、昨今のコロナ禍をきっかけに、社会が大きく変わる

と予想される中で、そのニーズも急速に多様化していくと認識しております。さら

にはテレワーク継続や非対面での業務遂行など、新型コロナウイルスの状況を踏ま

えた働き方の変化は、当社の提供しているアウトソーシングサービス需要への追い

風になるとも考えております。

このような状況のもと、当社グループが更なる成長を目指していくにあたり、グ

ループ全体としての適切な体制を確保しつつ、専門性の高い事業会社がそれぞれの

分野に特化したコーポレート・ガバナンス体制およびコンプライアンス・リスク管

理体制を強化していくとともに、変化が激しい市場環境に対応していくためにも、

各事業会社における意思決定を迅速化することが重要であり、そのための最適な体

制として、純粋持株会社体制へ移行することを決定いたしました。

なお、本株式移転により、当社は持株会社の完全子会社となるため、当社株式は

上場廃止となりますが、持株会社は、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取

引所」といいます。）スタンダード市場に上場申請を行うことを予定しております。

上場日は、東京証券取引所スタンダード市場の審査によりますが、持株会社の設立

登記日（株式移転効力発生日）である 2022年10月３日を予定しております。
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２．株式移転計画の内容の概要

本株式移転の内容については、以下の「株式移転計画（写）」に記載のとおりであ

ります。

株式移転計画書（写）

INEST株式会社（東京都豊島区東池袋一丁目25番８号、以下「当会社」という。）

は、株式移転の方法により新たに設立するテラセルホールディングス株式会社（以

下「新会社」という。）を当会社の完全親会社とすることに関し、次のとおり株式移

転計画を作成する。なお、本株式移転計画を以下「本計画」といい、本計画に基づ

く株式移転を以下「本株式移転」というものとする。

第１条（新会社の定款記載事項）

新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数並びにその他新会社の

定款で定める事項は、別紙１に記載のとおりとする。

第２条（新会社の設立時取締役の氏名及び設立時会計監査人の名称）

１ 新会社の設立時取締役（設立時監査等委員である設立時取締役を除く。）は、

次のとおりとする。

設立時取締役 執行 健太郎

設立時取締役 片野 良太

設立時取締役 坂本 幸司

２ 新会社の設立時監査等委員である設立時取締役は、次のとおりとする。

設立時監査等委員である設立時取締役 近藤 武雄

設立時監査等委員である設立時取締役 倉嶌 喬

設立時監査等委員である設立時取締役 竹中 由重

設立時監査等委員である設立時取締役 柴田 亮

３ 新会社の設立時会計監査人は、次のとおりとする。

設立時会計監査人 有限責任あずさ監査法人

第３条（本株式移転に際して交付する株式の種類及び数並びにその割当て）

１ 本株式移転に際して交付する株式の種類及び数は次の各号のとおりとする。

(１)新会社は、本株式移転に際して、本株式移転が効力を生ずる時点の直前時

（以下「基準時」という。）における当会社の株主名簿に記載又は記録され

た当会社の普通株式の株主（以下「割当対象普通株主」という。）に対し、

その所有する当会社の普通株式に代わり、当会社が基準時に発行している

普通株式数の合計に１を乗じた数に相当する数の新会社の普通株式を交付

する。

(２)新会社は、基準時における当会社の株主名簿に記載又は記録された当会社

のＡ種優先株式の株主（以下「割当対象Ａ種優先株主」という。）に対し、

その所有する当会社のＡ種優先株式に代わり、当会社が基準時に発行して
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いるＡ種優先株式数の合計に１を乗じた数に相当する数の新会社のＡ種優

先株式を交付する。

２ 当会社の株主に対する前項の株式の割当ては、次の各号のとおりとする。

(１)新会社は、本株式移転に際して、前項第１号の定めにより交付される新会

社の普通株式を、割当対象普通株主に対して、その所有する当会社の普通

株式１株につき新会社の普通株式１株の割合をもって割り当てる。

(２)新会社は、本株式移転に際して、前項第２号の定めにより交付される新会

社のＡ種優先株式を、割当対象Ａ種優先株主に対して、その所有する当会

社のＡ種優先株式１株につき新会社のＡ種優先株式１株の割合をもって割

り当てる。

第４条（新会社の資本金及び準備金の額）

新会社の設立時における資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

(１)資本金の額 金100百万円

(２)資本準備金の額 金０円

(３)利益準備金の額 金０円

第５条（本株式移転に際して交付する新株予約権及びその割当て）

１ 新会社は、本株式移転に際して、基準時における当会社の新株予約権原簿に

記載又は記録された当会社が発行している下表の第１欄の①及び②に掲げる各

新株予約権の各新株予約権者に対して、それぞれ所有する当会社の各新株予約

権に代わり、基準時における当該各新株予約権と総数と同数の下表の第２欄の

①及び②に掲げる新会社の各新株予約権をそれぞれ交付する。

第１欄 第２欄

名称 内容 名称 内容

① INEST株式会社第１回新株予約権 別紙

２(ⅰ)

テラセルホールディングス

株式会社第１回新株予約権

別紙

２(ⅱ)

② INEST株式会社第３回新株予約権 別紙

３(ⅰ)

テラセルホールディングス

株式会社第２回新株予約権

別紙

３(ⅱ)

２ 新会社は、本株式移転に際し、前項に基づき割当ての対象となる基準時にお

ける当会社の新株予約権者に対し、その所有する前項の表の①及び②の第１欄

に掲げる当会社の各新株予約権１個につき、それぞれ前項の表の第２欄に掲げ

る新株予約権１個を割り当てる。

第６条（新会社の成立の日）

新会社の設立の登記をすべき日（以下「新会社の成立日」という。）は、2022年10

月３日とする。但し、本株式移転の手続き進行上の必要性その他の事情により必要
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な場合は、これを変更することができる。

第７条（株式移転計画の承認総会）

当会社は、2022年６月29日に株主総会を開催し、本計画の承認に関する決議を求

める。但し、本株式移転の手続きの進行上必要がある場合は、これを変更すること

ができる。

第８条（新会社の上場証券取引所）

新会社は、新会社の成立日において、その発行する普通株式の東京証券取引所ス

タンダード市場への上場を予定する。

第９条（新会社の株主名簿管理人）

新会社の設立時における株主名簿管理人は、次のとおりとする。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

第10条（株式移転計画の変更及び中止）

本計画の作成後新会社の成立に至るまでの間に、天災事変その他の事由により、

当会社の財政状態もしくは経営成績に重大な変動が生じた場合又は株式移転の実施

に重大な支障となる事態が生じた場合は、当会社は、本計画を変更又は本株式移転

を中止することができる。

第11条（本計画の効力）

本計画は、次のいずれかに該当する場合、効力を失う。

(１)新会社の成立の日の前日までに、当会社の株主総会において本計画の承認

が得られなかった場合

(２)新会社の成立までに必要な関係官庁の承認等が得られなかった場合

第12条（規定外事項）

本計画に定める事項のほか、本株式移転に関して必要な事項については、本株式

移転の本旨に従い、当会社がこれを決定する。

2022年５月25日

東京都豊島区東池袋一丁目25番８号

INEST株式会社

代表取締役社長 執行 健太郎
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別紙１：テラセルホールディングス株式会社 定款

第１章 総 則

（商号）
第１条 当会社は、テラセルホールディングス株式会社と称し、英文では、

TERRASELL Holdings, Inc.と表示する。

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営む会社及びこれに相当する業務を営む会社の株

式又は持分を保有することにより当該会社の経営又は事業活動を支配及び
管理すること並びにこれに付帯関連する業務を行うことを目的とする。

（１）情報処理サービス業並びに情報提供サービス業
（２）アプリケーションサービスプロバイダー事業
（３）ソリューションシステムの設計、開発、保守、販売
（４）電気通信事業法に定める電気通信事業
（５）電気通信サービス、放送サービスの加入手続きに関する代理店業務
（６）電気通信機器の販売、リース、輸出入、製造、加工、取付工事及びメンテ

ナンス業
（７）オフィス・オートメーション機器、付属機器、付属材料、事務用機器、事

務用物品の販売、リース、取付工事及びメンテナンス業
（８）コンピュータを用いたシステムの分析、設計、開発、運用、保守、販売
（９）コンピュータ及び周辺機器の販売
（１０）各種マーケティング業及び各種コンサルティング業
（１１）労働者派遣事業及び有料職業紹介事業
（１２）特許権、実用新案権、商標権、意匠権、著作権、版権、コンピュータソ

フトウェアの売買
（１３）コストダウンサービス事業
（１４)食料品･一般日用品・事務用品・備品・什器・ペット・機械・消耗品等の

販売及び売買の仲介・斡旋
（１５）酒類の販売
（１６）古物の売買
（１７）物流システムの設計、開発、運用及び保守
（１８）商品の販売に関する代理、仲立業務
（１９）通信販売に関する業務
（２０）旅行業、イベント業、広告業、出版業並びに映像･音響･データ等の記録媒

体の製作及び販売･賃貸
（２１）損害保険、自動車損害賠償保障法に基づく保険その他各種保険代理業及

び媒介業並びに生命保険の募集に関する業務
（２２）経営管理事務、経理事務、総務事務、労務管理事務等の受託業務及び各種

代行業務
（２３）クレジットカードの取扱業務
（２４）有価証券の取得、保有、投資及び運用
（２５）不動産の売買、賃貸、管理、仲介、斡旋、鑑定及びコンサルタント業務
（２６）前各号に関連する調査、企画、研究、開発、教育、研修及びその受託業務
（２７）前各号に付帯又は関連する一切の業務
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（２８）前各号に定める業務以外の一切の事業

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を、東京都豊島区に置く。

（機 関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。
（１）取締役会
（２）監査等委員会
（３）会計監査人

（公告方法）
第５条 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行う。

第２章 株 式

（発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、１３７,０４９,６００株とし、各種類の

株式の発行可能種類株式総数は、普通株式が１１４,３３９,６００株、Ａ
種優先株式が２２,７１０,０００株とする。

（自己の株式の取得）
第７条 当会社は、会社法第１６５条第２項の規定により、取締役会の決議をも

って、自己の株式を取得することができる。

（単元株式数）
第８条 当会社の各種類株式の単元株式数は、いずれも１００株とする。

（単元未満株式についての権利）
第９条 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以

外の権利を行使することができない。
（１）会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利
（２）会社法第１６６条第１項の規定による請求をする権利
（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当

てを受ける権利

（基準日）
第１０条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載又は記録された議

決権を有する株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会におい
て権利を行使することができる株主とする。

（株主名簿管理人）
第１１条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定める。
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３ 当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成並びに備置き、その他の株式
に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取扱わ
ない。

（株式取扱規程）
第１２条 当会社の株式に関する取扱い及び手数料は、法令又は本定款のほか、

取締役会において定める株式取扱規程による。

第３章 Ａ種優先株式

（剰余金の配当）
第１３条 当会社は、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及び

普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に
対して剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最
終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下
「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下
「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、Ａ種優先株式１株につ
き、普通株式１株当たりの配当額と同額の剰余金の配当を普通株主及び
普通登録株式質権者に対する剰余金の配当と同順位で行う。

（残余財産の分配）
第１４条

（１）Ａ種優先残余財産分配金
当会社は、残余財産の分配を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録

株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株
式１株につき金９９円（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の併合若しくは
分割、株式無償割当て又はこれに類する事情があった場合には、適切に調整
される。）を支払う。なお、Ａ種残余財産分配額の計算において、各Ａ種優
先株主の保有に係るＡ種優先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ
るときは、円未満切上げとする。

（２）参加条項
当会社は、前号に基づくＡ種優先残余財産分配金の分配が行われた後、普

通株主又は普通登録株式質権者に対して残余財産の分配を行うときは、Ａ種
優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、Ａ種優先残余財産分配金に加
え、Ａ種優先株式１株につき、普通株式１株に対する残余財産分配金と同額
の残余財産分配金を、普通株主又は普通登録株式質権者に対する残余財産分
配金の分配と同順位で支払う。

（議決権）
第１５条 Ａ種優先株主は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、株主

総会において議決権を有しない。

（株式の併合又は分割、募集株式の割当て等）
第１６条 当会社は、株式の併合又は分割をするときは、普通株式及びＡ種優先

株式毎に、同時に同一の割合で行う。
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２ 当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるときは、普通株
主には普通株式の割当てを受ける権利を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の
割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で与える。

３ 当会社は、株式無償割当てをするときは、普通株主には普通株式の株式無
償割当てを、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の株式無償割当てを、それぞれ
同時に同一の割合で行う。また、新株予約権無償割当てをするときは、普通
株主には普通株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、Ａ種
優先株主にはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当て
を、それぞれ同時に同一の割合で行う。

第４章 株主総会
（株主総会の招集）
第１７条 当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれを招集し、臨時株主総会

は、必要あるときに随時これを招集する。
２ 株主総会は、東京都区内において招集する。

（招集権者及び議長）
第１８条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。

２ 取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序
に従い、他の取締役が株主総会を招集し、議長となる。

（電子提供措置等）
第１９条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である

情報について、電子提供措置をとるものとする。
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部又

は一部について、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付
する書面に記載しないことができる。

（決議の方法）
第２０条 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合のほか、

出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって
行う。

２ 会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる
株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２
以上をもって行う。

（議決権の代理行使）
第２１条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主1名を代理人として、その

議決権を行使することができる。
２ 株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出

しなければならない。

（議事録）
第２２条 株主総会の議事録は、法令で定めるところにより書面又は電磁的記録

をもって作成する。
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（種類株主総会）
第２３条 第１０条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会に

これを準用する。
２ 第１８条、第１９条、第２１条及び第２２条の規定は、種類株主総会につ

いてこれを準用する。
３ 第２０条第１項の規定は、会社法第３２４条第１項の規定による種類株主

総会の決議について、第２０条第２項の規定は、会社法第３２４条第２項の
規定による種類株主総会の決議について、それぞれ準用する。

第５章 取締役及び取締役会
（員 数）
第２４条 当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、１０名以内

とする。
２ 当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とする。

（選任方法）
第２５条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別し

て、株主総会の決議によって選任する。
２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。
３ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。
４ 当会社は、法令又は定款で定める監査等委員である取締役の員数を欠くこ

とになる場合に備えて、株主総会において補欠の監査等委員である取締役を
選任することができる。

５ 前項の補欠の監査等委員である取締役の選任に係る決議が効力を有する期
間は、当該決議後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会開始の時までとする。

（任 期）
第２６条 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、選任後１年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。

３ 任期満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監
査等委員である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の
満了する時までとする。

（代表取締役及び役付取締役）
第２７条 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の中から代表取締役を選定する。
２ 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の中から取締役社長１名を選定し、取締役会長１名、取締役副社長、専
務取締役、常務取締役各若干名を選定することができる。
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（取締役会の招集権者及び議長）
第２８条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれ

を招集し、議長となる。
２ 取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序

に従い、他の取締役が取締役会を招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知）
第２９条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができ
る。

２ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催
することができる。

（取締役会の決議方法）
第３０条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席

し、その過半数をもって行う。
２ 当会社は、取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした

場合において、当該提案につき取締役（当該事項について議決に加わること
ができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示を
したときは、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。

（重要な業務執行の委任）
第３１条 当会社は、会社法第３９９条の１３第６項の規定により、取締役会の

決議によって重要な業務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）
の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる。

（取締役会の議事録）
第３２条 取締役会の議事録は、法令で定めるところにより書面又は電磁的記録

をもって作成し、出席した取締役は、これに署名もしくは記名押印し、
又は電子署名を行う。

２ 第３０条第２項の意思表示の記載又は記録に係る書面又は電磁的記録は、
法令で定めるところにより作成する。

（取締役会規程）
第３３条 取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取締役会において

定める取締役会規程による。

（報酬等）
第３４条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益（以下「報酬等」という。）は、監査等委員である取締役
とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議によって定める。

（取締役の責任免除）
第３５条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議に

よって、同法第４２３条第１項の取締役（取締役であったものを含む。）
の責任を法令の限度において免除することができる。
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２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取締
役等であるものを除く。）との間で、同法第４２３条第１項の賠償責任を限定
する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限
度額は、法令が規定する額とする。

第６章 監査等委員会
（常勤の監査等委員）

第３６条 監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を選定すること
ができる。

（監査等委員会の招集通知）
第３７条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対し

て発する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮すること
ができる。

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員
会を開催することができる。

（監査等委員会の決議方法）
第３８条 監査等委員会の決議は、議決に加わることができる監査等委員の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。

（監査等委員会の議事録）
第３９条 監査等委員会の議事録は、法令で定めるところにより書面又は電磁的

記録をもって作成し、出席した監査等委員は、これに署名もしくは記名
押印し、又は電子署名を行う。

（監査等委員会規程）
第４０条 監査等委員会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査等委員会

において定める監査等委員会規程による。

第７章 会計監査人
（選任方法）

第４１条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。

（任 期）
第４２条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。
２ 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったと

きは、当該定時株主総会において再任されたものとみなす。

（報酬等）
第４３条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の同意を得て定め

る。
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（会計監査人の責任の制限）
第４４条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、会計監査人との間

に、同法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することが
できる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額
とする。

第８章 計 算
（事業年度）

第４５条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年と
する。

（剰余金の配当）
第４６条 剰余金の配当は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し行う。

（中間配当）
第４７条 当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０日の最終の株主名

簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、中間配当を行
うことができる。

（剰余金の配当等の除斥期間）
第４８条 剰余金の配当及び中間配当は、支払開始の日から満３年を経過しても

なお受領されないときは、当会社はその支払義務を免れる。

附 則
（最初の事業年度）

第１条 第４５条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成
立の日から２０２３年３月３１日までとする。なお、本附則第１条は、当
会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をもってこれを削除する。

（最初の取締役の報酬等）
第２条 第３４条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総

会の終結の時までの期間の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益
（以下「報酬等」という。）の総額は金２００百万円以内とし、当該期間の
監査等委員である取締役の報酬等の総額は金２０百万円以内とする。な
お、本附則第２条は、当会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をも
ってこれを削除する。

以 上
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別紙２(ⅰ)：INEST株式会社第１回新株予約権の内容
１ 新株予約権の名称

第１回新株予約権

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数
新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、当社
が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同様
とする。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に
より目的たる株式の数を調整する。
調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率
また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じた場合は、合併
等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権

者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない本新株予約権の目的で
ある株式の数についてのみ行われるものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた
場合には、これを切り捨てる。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権の行使

により発行又は移転する当社普通株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」と
いう。）に付与株式数を乗じた金額とする。
当初の行使価額は、73円とする。
但し、本新株予約権の発行後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ

調整する。
① 本新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げ
る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

② 本新株予約権の発行後、当社が、次の（a）若しくは（b）に該当する場合又
はこれらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものと
し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

(a) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は
自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の行使に基
づき当社普通株式を交付する場合を除く。）

(b) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株
予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当社普通株
式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行
×

１株当たり

株式数 払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社
の保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を行う場合は、
「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を
「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替える。また、上記において使用す
る時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引
日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均
値（当日付で終値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、
円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。

③ 上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、
株式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする事項が生じた場合は、
合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４ 新株予約権の行使期間
2023年７月１日から2027年６月30日まで

５ 新株予約権の行使の条件
(1) 本新株予約権者は、2021年３月期から2023年３月期までの各連結会計年度に係

る当社の連結損益計算書に基づく償却前営業利益（連結損益計算書上の営業利
益に有形固定資産に対する減価償却費及び無形固定資産に対する償却費を加算
して算出される額とする。以下同じ。）が、それぞれ以下の額を全て超過した場
合にのみ、本新株予約権を行使することができる。

2021年３月期 150百万
2022年３月期 200百万円
2023年３月期 250百万円

(2) 2021年３月期から2023年３月期までの各連結会計年度に係る当社の連結損益計
算書に基づく償却前営業利益に関し、いずれかの連結会計年度において、前項
記載の償却前営業利益の目標数値を下回った場合、当該連結会計年度に係る有
価証券報告書を当社が金融商品取引法に基づき提出した日をもって、本新株予
約権は消滅する。

(3) 前二項に関し、国際財務報告基準の適用等により、参照すべき営業利益等の概
念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべき
ものを取締役会にて合理的に定めるものとする。

(4) 本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは当社子会社の取締役又は
従業員の地位を保有していることを要する。但し、以下各号のいずれかに該当
する場合その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。
① 本新株予約権者が当社又は当社子会社の監査役に就任した場合
② 本新株予約権者が会社都合により当社若しくは当社子会社の取締役又は従

業員の地位を喪失した場合（但し、本新株予約権者が懲戒解雇若しくは解
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任された場合及び下記５に記載の場合に該当する場合を除く。）
(5) 本新株予約権者が著しい非違行為を行った場合、重大な職務違反行為を行った

場合又は当社と競業関係にある会社・組織等の取締役、監査役、執行役、執行
役員、従業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した
場合（当社の事前の書面による承諾を得た場合を除く。）であって、本新株予約
権者に本新株予約権の行使を認めることが相当でないと当社が合理的に判断し
たときは、当社は本新株予約権者に対してかかる場合に該当する事由が発生し
たことを通知するものとし、当社よりかかる通知を受けた本新株予約権者は、
本新株予約権を行使することができなくなるものとする。

(6) その他条件については、取締役会決議に基づき、本新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。

６ 新株予約権の取得事由及び条件
(1) 本新株予約権者が本新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当

しなくなった場合には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本新株予約
権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契
約若しくは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契
約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要な場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、取締
役会が別に定める日に、当該本新株予約権を無償で取得することができる。

７ 新株予約権の譲渡制限
(1) 本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
(2) 本新株予約権者は割当てを受けた本新株予約権の質入、担保供与そのの処分を

することができない。

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準
備金に関する事項
本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、本新株予約権の行使
により株式を発行する場合に増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額
から増加する資本金の額を減じた額とする。

９ 新株予約権証券
本新株予約権に係る新株予約権証券はこれを発行しない。

10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合におい
て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新
株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236
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条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の
新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会
社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新
設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限る。
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれ
ぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「２ 新株予約権の目的である株式

の種類及び数」に準じて決定する。
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「３
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」で定められる行使価額を組
織再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に、前号に従
って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて
得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
上記「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上
記「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる
期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件
記「５ 新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資
本準備金に関する事項
上記「８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金 及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。
⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。
⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記「６ 新株予約権の取得事由及び条件」に準じて決定する。
⑩ 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

本「10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い」に準じて決定する。

11 新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め
新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。
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別紙２(ⅱ)：テラセルホールディングス株式会社第１回新株予約権の内容

１ 新株予約権の名称
第１回新株予約権

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数
新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、当社
が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同様
とする。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に
より目的たる株式の数を調整する。
調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率
また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じた場合は、合併
等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権

者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない本新株予約権の目的で
ある株式の数についてのみ行われるものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた
場合には、これを切り捨てる。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権の行使

により発行又は移転する当社普通株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」と
いう。）に付与株式数を乗じた金額とする。
当初の行使価額は、73円とする。
但し、本新株予約権の発行後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ

調整する。
① 本新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げ
る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

② 本新株予約権の発行後、当社が、次の（a）若しくは（b）に該当する場合又
はこれらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものと
し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

(a) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は
自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の行使に基
づき当社普通株式を交付する場合を除く。）

(b) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株
予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当社普通株
式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

株式数

＋
新規発行 × １株当たり

株式数 払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社
の保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を行う場合は、
「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を
「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替える。また、上記において使用す
る時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引
日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均
値（当日付で終値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、
円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。

③ 上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、
株式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする事項が生じた場合は、
合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４ 新株予約権の行使期間
2023年７月１日から2027年６月30日まで

５ 新株予約権の行使の条件
(1) 本新株予約権者は、次の各号記載の項目の額が、各号記載の金額を全て超過し

た場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。
① INEST株式会社の2021年３月期の連結損益計算書に基づく償却前営業利益

（連結損益計算書上の営業利益に有形固定資産に対する減価償却費及び無形
固定資産に対する償却費を加算して算出される額とする。以下同じ。）
150百万円

② INEST株式会社の2022年３月期の連結損益計算書に基づく償却前営業利益
200百万円

③ INEST株式会社の2022年４月１日から2022年10月２日までの期間に係る連結
の償却前営業利益及び当社の2022年10月３日から2023年３月31日の期間に
係る連結の償却前営業利益の合計 250百万円

(2) 前項各号のいずれかにおいて各号記載の目標数値を下回った場合、当該下回っ
た連結会計年度に係る有価証券報告書（前項第１号及び第２号についてはINEST
株式会社の有価証券報告書、前項第３号については2023年３月期に係る当社の
有価証券報告書）が金融商品取引法に基づき提出された日をもって、本新株予
約権は消滅する。

(3) 前二項に関し、国際財務報告基準の適用等により、参照すべき営業利益等の概
念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべき
ものを取締役会にて合理的に定めるものとする。

(4) 本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは当社子会社の取締役又は
従業員の地位を保有していることを要する。但し、以下各号のいずれかに該当
する場合その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。
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① 本新株予約権者が当社又は当社子会社の監査役に就任した場合
② 本新株予約権者が会社都合により当社若しくは当社子会社の取締役又は従

業員の地位を喪失した場合（但し、本新株予約権者が懲戒解雇若しくは解
任された場合及び下記５に記載の場合に該当する場合を除く。）

(5) 本新株予約権者が著しい非違行為を行った場合、重大な職務違反行為を行った
場合又は当社と競業関係にある会社・組織等の取締役、監査役、執行役、執行
役員、従業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した
場合（当社の事前の書面による承諾を得た場合を除く。）であって、本新株予約
権者に本新株予約権の行使を認めることが相当でないと当社が合理的に判断し
たときは、当社は本新株予約権者に対してかかる場合に該当する事由が発生し
たことを通知するものとし、当社よりかかる通知を受けた本新株予約権者は、
本新株予約権を行使することができなくなるものとする。

(6) その他条件については、取締役会決議に基づき、本新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。

６ 新株予約権の取得事由及び条件
(1) 本新株予約権者が本新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当

しなくなった場合には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本新株予約
権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契
約若しくは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契
約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要な場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、取締
役会が別に定める日に、当該本新株予約権を無償で取得することができる。

７ 新株予約権の譲渡制限
(1) 本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
(2) 本新株予約権者は割当てを受けた本新株予約権の質入、担保供与その他の処分

をすることができない。

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準
備金に関する事項
本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、本新株予約権の行使
により株式を発行する場合に増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額
から増加する資本金の額を減じた額とする。

９ 新株予約権証券
本新株予約権に係る新株予約権証券はこれを発行しない。

10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、
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株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合におい
て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新
株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236
条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の
新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会
社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新
設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限る。
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞ
れ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「２ 新株予約権の目的である株式の

種類及び数」に準じて決定する。
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「３
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」で定められる行使価額を組織
再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に、前号に従って
決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
る金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
上記「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができ

る期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記
「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の
満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件
上記「５ 新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項
上記「８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金 及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。
⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。
⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記「６ 新株予約権の取得事由及び条件」に準じて決定する。
⑩ 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

本「10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い」に準じて決定する。

11 新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め
新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。
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別紙３(ⅰ)：INEST株式会社第３回新株予約権の内容

１ 新株予約権の名称

第３回新株予約権

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、当社

が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同様

とする。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より目的たる株式の数を調整する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じた場合は、合併

等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権

者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない本新株予約権の目的で

ある株式の数についてのみ行われるものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てる。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額各本新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、各本新株予約権の行使により発行又は移転する当社普通

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額

とする。

当初の行使価額は、81円とする。

但し、本新株予約権の発行後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ

調整する。

① 本新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算

式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

② 本新株予約権の発行後、当社が、次の（a）若しくは（b）に該当する場合又は

これらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものとし、

調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

(a) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は

自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の行使に基

づき当社普通株式を交付する場合を除く。）

(b) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株

予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当社普通株
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式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

株式数

＋
新規発行 × １株当たり

株式数 払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社の

保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を行う場合は、「新規

発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当た

り処分金額」に、それぞれ読み替える。また、上記において使用する時価は、

調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付で終

値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。

③ 上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、株

式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする事項が生じた場合は、合併

等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４ 新株予約権の行使期間

2022年１月１日から2026年12月31日まで

５ 新株予約権の行使の条件

(1) 2021年６月30日付にて当社が本新株予約権者と締結した資本業務提携契約が有

効に存続していること。

(2) 前項に定める資本業務提携契約に基づき当社と本新株予約権者との間で行われ

る事業のいずれかにおいて、２以上の地域（都道府県、政令指定都市又は東京

都特別区のいずれかを単位とする地域をいう。）で当該事業が行われたこと又は

現に行われていること。

６ 新株予約権の取得事由及び条件

(1) 本新株予約権者が本新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当

しなくなった場合には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本新株予約

権を、本新株予約権１個につき本新株予約権１個当たりの払込金額と同額で取

得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契

約若しくは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要な場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、取締

役会が別に定める日に、当該本新株予約権を、本新株予約権１個につき本新株

予約権１個当たりの払込金額と同額で取得することができる。
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７ 新株予約権の譲渡制限

(1) 本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

(2) 本新株予約権者は割当てを受けた本新株予約権の質入、担保供与その他の処分

をすることができない。

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、本新株予約権の行使

により株式を発行する場合に増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額

から増加する資本金の額を減じた額とする。

９ 新株予約権証券

本新株予約権に係る新株予約権証券はこれを発行しない。

10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合におい

て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新

株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限る。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞ

れ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「２ 新株予約権の目的である株式の

種類及び数」に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「３

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」で定められる行使価額を組織

再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に、前号に従って

決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができ

る期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の

満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件

上記「５ 新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項

上記「８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加す資本金

及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記「６ 新株予約権の取得事由及び条件」に準じて決定する。

⑩ 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

本「10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い」に準じて決定する。

11 新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。

― 47 ―



別紙３(ⅱ)：テラセルホールディングス株式会社第２回新株予約権の内容

１ 新株予約権の名称

第２回新株予約権

２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、当社

が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同様

とする。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より目的たる株式の数を調整する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じた場合は、合併

等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権

者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない本新株予約権の目的で

ある株式の数についてのみ行われるものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てる。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権の行使

により発行又は移転する当社普通株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」と

いう。）に付与株式数を乗じた金額とする。

当初の行使価額は、81円とする。

但し、本新株予約権の発行後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ

調整する。

① 本新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算

式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

② 本新株予約権の発行後、当社が、次の（a）若しくは（b）に該当する場合又は

これらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものとし、

調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

(a) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は

自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の行使に基

づき当社普通株式を交付する場合を除く。）

(b) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株

予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当社普通株
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式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行 × １株当たり

株式数 払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社の

保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を行う場合は、「新規

発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当た

り処分金額」に、それぞれ読み替える。また、上記において使用する時価は、

調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付で終

値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。

③ 上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、株

式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする事項が生じた場合は、合併

等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

４ 新株予約権の行使期間

2022年10月３日から2026年12月31日まで

５ 新株予約権の行使の条件

(1) 2021年６月30日付にてINEST株式会社が本新株予約権者と締結した資本業務提携

契約が有効に存続していること。

(2) 前項に定める資本業務提携契約に基づきINEST株式会社と本新株予約権者との間

で行われる事業のいずれかにおいて、２以上の地域（都道府県、政令指定都市

又は東京都特別区のいずれかを単位とする地域をいう。）で当該事業が行われた

こと又は現に行われていること。

６ 新株予約権の取得事由及び条件

(1) 本新株予約権者が本新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当

しなくなった場合には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本新株予約

権を、本新株予約権１個につき本新株予約権１個当たりの払込金額と同額で取

得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契

約若しくは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総

会決議が不要な場合には、取締役会決議がなされた場合）には、当社は、取締

役会が別に定める日に、当該本新株予約権を、本新株予約権１個につき本新株
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予約権１個当たりの払込金額と同額で取得することができる。

７ 新株予約権の譲渡制限

(1) 本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

(2) 本新株予約権者は割当てを受けた本新株予約権の質入、担保供与その他の処分

をすることができない。

８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、本新株予約権の行使

により株式を発行する場合に増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額

から増加する資本金の額を減じた額とする。

９ 新株予約権証券

本新株予約権に係る新株予約権証券はこれを発行しない。

10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合におい

て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新

株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限る。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞ

れ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「２ 新株予約権の目的である株式の

種類及び数」に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「３

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」で定められる行使価額を組織

再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に、前号に従って

決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
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る金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができ

る期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「４ 新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の

満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件

上記「５ 新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項

上記「８ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金 及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記「６ 新株予約権の取得事由及び条件」に準じて決定する。

⑩ 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

本「10 組織再編等の際の新株予約権の取扱い」に準じて決定する。

11 新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。
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３．会社法施行規則第206条に定める内容の概要

(1) 対価の相当性に関する事項

① 対価の総数および割当てに関する事項

ⅰ 株式移転比率

テラセルホールディングス株式会社

（株式移転設立完全親会社・持株会社）

INEST株式会社

（株式移転完全子会社・当社）

株式移転比率

（普通株式）
１ １

株式移転比率

（Ａ種優先株式）
１ １

（注）１．本株式移転の効力発生直前の当社の株主の皆様に対し、その保有する当社普通株式１株

につき設立する持株会社の普通株式１株を、その保有する当社Ａ種優先株式１株につき

設立する持株会社のＡ種優先株式１株を、それぞれ割当て交付いたします。なお、持株

会社は単元株制度を採用し、１単元の株式数は100株です。

２．持株会社が本株式移転により発行する新株式数（予定）は以下のとおりです。

普通株式 68,217,325株

上記は、当社の2022年３月31日時点の普通株式の発行済株式総数（68,217,325株）に基

づいて記載しております。本株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変

化した場合には、持株会社が交付する上記新株式数は変動いたします。なお、本株式移

転の効力発生直前において当社が保有する自己株式に対しては、その同数の持株会社の

普通株式が割当交付されることになります。これに伴い、当社は一時的に持株会社の普

通株式を保有することとなりますが、法令の定めに従い速やかに処分いたします。

Ａ種優先株式 22,710,000株

上記は、当社の2022年３月31日時点におけるＡ種優先株式の発行済株式総数

（22,710,000株）に基づいて算出しております。

ⅱ 株式移転比率の算定根拠等

本株式移転は、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立す

るものであり、本株式移転の効力発生直前の当社の株主構成と持株会社の設

立直後の株主構成に変化がないことから、株主の皆様が保有する当社普通株

式１株に対して持株会社の普通株式１株を割り当てることといたします。ま

た、同様にＡ種優先株式についても、株主の皆様が保有する当社Ａ種優先株

式１株に対して持株会社のＡ種優先株式１株を割り当てることといたします。

なお、上記理由により、第三者機関による株式移転比率の算定は行ってお

りません。

② 持株会社の資本金および準備金等の額に関する事項

本株式移転により設立される持株会社の資本金および準備金等の額について

は、以下のとおりです。

資本金 金100百円

資本準備金 金０円

利益準備金 金０円
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その他資本剰余金 株主資本変動額から資本金および資本準備金の合計

額を控除した額

上記内容については、法令の範囲内で定めており、持株会社の目的、規模お

よび設立後の資本政策等に照らして相当であると判断しております。

(2) 新株予約権の定めの相当性に関する事項

本株式移転に際して、当社が発行している新株予約権については、当社の新株

予約権の新株予約権者に対し、その有する当社新株予約権に代えて同等の持株会

社の新株予約権が交付され、割り当てられることから、株式移転に係る新株予約

権の定めは相当であると判断しております。なお、当社は、新株予約権付社債を

発行しておりません。

(3) 当社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分等に関する事項

最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象はありません。

４．持株会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）となる者に関する事項

持株会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）となる者は、次のとおりで

す。

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

(1)所有する当
社の株式の数
(2)割り当てら
れる持株会社の
株式数

執 行 健 太 郎
(1989年１月30日)

2009年３月 株式会社ネットワークサービス 入社

(1) 88,800株

(2) 88,800株

2015年６月 同社 代表取締役

ひかりサポート株式会社 代表取締役

2015年７月 株式会社光通信 MK事業部部長

2016年10月 株式会社アイ・ステーション MK事業部

課長

2017年５月 同社 代表取締役(現任)

2018年７月 株式会社LightUpALL 代表取締役

2020年６月 当社 代表取締役社長(現任）
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氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

(1)所有する当
社の株式の数
(2)割り当てら
れる持株会社の
株式数

片 野 良 太
(1984年７月31日)

2007年４月 株式会社光通信 入社

(1) 21,200株

(2) 21,200株

2010年11月 当社へ転籍

2012年１月 株式会社光通信 管理本部人材開発部

2014年12月 同社 管理本部財務部課長

2016年11月 当社 管理本部長

2017年６月 当社 取締役

2017年12月 当社 内部監査室長

2018年４月 当社 管理本部長（現任）

2020年３月 当社 常務取締役

2020年５月 当社 代表取締役常務（現任）

坂 本 幸 司

(1982年６月26日)

2006年５月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

コンサルティング（現：株式会社ＮＦＣ

ホールディングス） 入社

(1) ０株

(2) ０株

2014年12月 株式会社保険見直し本舗 取締役

2015年４月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

コンサルティング（現：株式会社ＮＦＣ

ホールディングス） DM 第２事業本部

執行役員

2017年８月 同社 ニューチャネル事業本部 執行役

員

2017年９月 株式会社Patch（現：Renxa株式会社）

取締役

2018年４月 同社 代表取締役（現任）

2020年６月 当社 取締役副社長(現任）

（注）１.当社と各候補者との間には、いずれも特別の利害関係はありません。また、持株会社との間

に特別の利害関係が生じる予定もありません。

２.各候補者が所有する当社の株式および割り当てられる持株会社の株式は、いずれも普通株式

であります。各候補者の所有する当社の株式数は2022年３月31日現在の情報を記載しており、

また、割り当てられる持株会社の株式数は、当該所有状況に基づき、株式移転比率を勘案して

記載しております。よって、実際に割り当てられる持株会社の株式数は、持株会社設立日の直

前までの所有状況に応じて変動することがあります。

３.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しており、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追

及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害等が当該保険契約により補填されま

す。持株会社が設立された場合、持株会社は各候補者を被保険者とする同様の役員等賠償責任

保険契約を保険会社との間で締結する予定です。また、任期途中に当該保険契約の同内容での

更新を予定しております。

４.執行健太郎氏は、これまで複数の企業で代表取締役を歴任し、当社子会社の株式会社アイ・

ステーションを大きく発展させてまいりました。2020年６月以降当社の代表取締役に就任し、

当社グループおよび法人向け事業の業績発展に大きく貢献してまいりました。その実績を踏ま

え、持株会社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に必要不可欠であると判断した

ため、持株会社の取締役として選任をお願いするものであります。
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５．片野良太氏は、これまで管理部門の責任者や内部監査室長を歴任することで培った知識と経

験に基づき当社グループの経営課題への対応策の立案および決定で重要な役割を果たしてまい

りました。同氏の知見および経験等が持株会社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向

上に貢献できると判断したため、持株会社の取締役として選任をお願いするものであります。

６．坂本幸司氏は、当社子会社のRenxa株式会社(旧社名：株式会社Patch)の代表取締役として同

社を大きく発展させてまいりました。2020年６月以降当社の取締役に就任し、当社グループお

よび個人向け事業の業績発展に大きく貢献してまいりました。その実績を踏まえ、持株会社グ

ループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に必要不可欠であると判断したため、持株会社

の取締役として選任をお願いするものであります。

５．持株会社の監査等委員である取締役となる者に関する事項

持株会社の監査等委員である取締役となる者は、次のとおりです。

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

(1) 所 有 す
る当社の株
式の数
(2) 割 り 当
てられる持
株会社の株
式数

近 藤 武 雄

(1944年２月27日)

1962年３月 大蔵省 入省

(1) ０株

(2) ０株

1996年８月 旭信用金庫 入庫

2000年６月 同金庫 常勤理事・総務部長

2002年11月 銚子信用金庫 常勤理事・総務部長

2004年10月 同金庫 常勤理事・監査部長

2005年10月
株式会社インテア・ホールディングス

社外監査役

2020年６月 当社 常勤監査役

2021年６月 当社 社外取締役常勤監査等委員（現任）

倉 嶌 喬

(1947年６月22日)

1971年４月 株式会社ダイエー 入社

(1) ０株

(2) ０株

1985年９月 ユニ・チャーム株式会社 入社

1998年１月 ピジョン株式会社 入社

1998年４月 同社 取締役

2008年４月 株式会社ピーエイ 顧問

2010年６月 日本企業開発支援株式会社（現：Linklet株

式会社） 社外取締役

2013年11月 株式会社ピーエイ 常務執行役員

2015年３月 同社 常勤監査役

2016年６月 当社 社外取締役（現任）

2018年３月 株式会社ピーエイ 取締役

2019年３月 同社 常勤監査役（現任）

2020年６月 当社 社外取締役

2021年６月 当社 社外取締役監査等委員（現任）
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氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

(1) 所 有 す
る当社の株
式の数
(2) 割 り 当
てられる持
株会社の株
式数

竹 中 由 重

(1980年７月31日)

2010年12月 弁護士登録(63期)

馬車道法律事務所 入所(現任)
(1) ０株

(2) ０株
2016年６月 当社 社外監査役

2020年６月 当社 社外取締役

2021年６月 当社 社外取締役監査等委員（現任）

柴 田 亮

(1988年４月26日)

2014年４月 株式会社光通信 入社

(1) ０株

(2) ０株

2019年２月
株式会社アクトコール

取締役監査等委員

2020年４月
株式会社光通信

財務本部財務企画部長（現任）

2021年４月
株式会社シック・ホールディングス

取締役監査等委員（現任）

2021年６月 当社 取締役監査等委員（現任）

（注）１.当社と各候補者との間には、いずれも特別の利害関係はありません。また、持株会社との間

に特別の利害関係が生じる予定もありません。

２.各候補者が所有する当社の株式および割り当てられる持株会社の株式は、いずれも普通株式

であります。各候補者の所有する当社の株式数は2022年３月31日現在の情報を記載しており、

また、割り当てられる持株会社の株式数は、当該所有状況に基づき、株式移転比率を勘案して

記載しております。よって、実際に割り当てられる持株会社の株式数は、持株会社設立日の直

前までの所有状況に応じて変動することがあります。

３．当社は、近藤武雄氏、倉嶌喬氏、竹中由重氏および柴田亮氏との間で、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約をそれぞれ締結してお

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項の最低責任限度額として

おります。持株会社が設立され、各氏が持株会社の監査等委員である取締役に就任した場合に

は、持株会社は各氏との間で同様の契約を締結する予定です。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の

追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害等が当該保険契約により補填され

ます。持株会社が設立された場合、持株会社は各候補者を被保険者とする同様の役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結する予定です。また、任期途中に当該保険契約の同内容で

の更新を予定しております。

５．近藤武雄氏、倉嶌喬氏および竹中由重氏は、社外取締役候補者であります。

６．近藤武雄氏を持株会社の社外取締役候補者とした理由は、同氏が豊富な企業経営等に係る経

験と見識を有しており、持株会社の経営に有益な助言等をいただけるものと判断したためであ

ります。同氏には、その豊富な経験と見解に基づく助言等により持株会社の経営監督機能を担

う役割を期待しております。

７．倉嶌喬氏を持株会社の社外取締役候補者とした理由は、同氏が豊富な企業経営等に係る経験

と見識を有しており、持株会社の経営に有益な助言等をいただけるものと判断したためであり

ます。同氏には、その豊富な経験と見解に基づく助言等により持株会社の経営監督機能を担う
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役割を期待しております。

８．竹中由重氏を持株会社の社外取締役候補者とした理由は、同氏が弁護士としての経験と専門

知識を有しており、持株会社の経営に有益な助言等をいただけるものと判断したためでありま

す。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で経営に関与した経験はありません

が、上記理由から持株会社の社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判

断しております。同氏には、その法律専門家としての見識に基づく助言等により持株会社の経

営監督機能を担う役割を期待しております。

９.柴田亮氏を持株会社の取締役候補者とした理由は、同氏が長年にわたり企業における財務部

門に関する豊富な経験や専門的知識を有しており、同氏の知見を持株会社の経営に有益な助言

をいただけるものと判断したためであります。

10．竹中由重氏は過去に当社の社外監査役であったことがあり、倉嶌喬氏は過去に当社の子会社

である日本企業開発支援株式会社（現：Linklet株式会社）の社外取締役であったことがあり

ます。

11．当社は、近藤武雄氏、倉嶌喬氏および竹中由重氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として同取引所に届け出ております。持株会社が設立され、各氏が持株会社の監査等委員であ

る取締役に就任した場合には、各氏を独立役員として届け出る予定です。

６．持株会社の会計監査人となる者に関する事項

持株会社の会計監査人となる者は、次のとおりです。

名称 有限責任あずさ監査法人

事務所所在地 東京都新宿区津久戸町１番２号

沿革 1969年 ７月１日 監査法人朝日会計社設立

1985年 ７月１日 監査法人朝日新和会計社設立

1993年10月１日 井上斎藤英和監査法人（1978年４月５日設立）と合併し、

名称を朝日監査法人とする。

2004年１月１日 あずさ監査法人（2003年２月26日設立）と合併し、名称を

あずさ監査法人とする。

2010年７月１日 有限責任監査法人へ移行し、名称を有限責任 あずさ監査

法人とする。

概要

（2022年３月時点）

資本金 3,000百万円

構成人員

公認会計士 2,970名 〔3,077名〕 (代表社員30名、社員500名)

会計士試験合格者等 1,172名 〔1,449名〕

監査補助職員 1,190名 〔1,195名〕 (特定社員35名、うち代表社員２名)

その他職員 724名 〔751名〕

合計 6,056名 〔6,472名〕

クライアント数

監査証明業務 3,660社

（金商法会社法761、金商法29、会社法1,393、学校法人44、労組15、その

他の法定614、その他の任意804）

その他の業務 1,432社

（注）１. 有限責任あずさ監査法人を持株会社の会計監査人候補者とした理由は、同監査法人が持株

会社の会計監査人に求められる専門性、独立性および内部管理体制等を有しており、適任で
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あると判断したためであります。

２．当社と有限責任あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、受嘱者に悪意または重大な過失があった場合を除き、受嘱者の会計監査人としての在職中

に報酬その他の職務執行の対価として委嘱者から受け、若しくは受けるべき財産上の利益の額

の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額としております。持株会社が設

立され、有限責任あずさ監査法人が持株会社の会計監査人に就任した場合には、持株会社は同

監査法人との間で同様の契約を締結する予定です。

３．有限責任あずさ監査法人は、過去２年間に、当社からＭ＆Ａに関するデューデリジェンス業

務および国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）に関するアドバイザリー業務に対する報酬を受けてお

ります。
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第２号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定

する株主総会資料の電子提供制度の施行日が2022年９月１日とされたことに伴い、株主

総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨および書面交付請求を

した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定することができる旨の規定を設け

るものであります。また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提

供の規定は不要となるため、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日

等に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更定款案

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第１５条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算書

類及び連結計算書類に記載又は表示を

すべき事項に係る情報を、法務省令に

定めるところに従いインターネットを

利用する方法で開示することにより、

株主に対して提供したものとみなすこ

とができる。

（削除）

（新設） （電子提供措置等）

第１５条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報に

ついて、電子提供措置をとるものとす

る。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項の

うち法務省令で定めるものの全部又は

一部について、議決権の基準日までに

書面交付請求した株主に対して交付す

る書面に記載しないことができる。

第１６条～第４３条

（条文省略）

第１６条～第４３条

（現行どおり）

附則

第１条 （条文省略）

附則

第１条 （現行どおり）

― 59 ―



現行定款 変更定款案

（新設） （電子提供措置等に関する経過措置）

第２条 変更前定款第15条（株主総会参考書

類等のインターネット開示とみなし

提供）の削除及び変更後定款第15条

（電子提供措置等）の新設は、2022年

９月１日から効力を生ずるものとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、2023年２

月末日までの日を株主総会の日とす

る株主総会については、変更前定款

第15条（株主総会参考書類等のイン

ターネット開示とみなし提供）はな

お効力を有する。

３ 本附則第２条は、2023年３月１日又

は前項の株主総会から３か月を経過

した日のいずれか遅い日後にこれを

削除する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名全員は、本総会終結の時をもって任

期満了により退任となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされ、意見陳述すべき特段の

事項はないとの結論に至っております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社の

株式の数

１
執 行 健 太 郎
(1989年１月30日)

2009年３月 株式会社ネットワークサービス 入社

88,800株

2015年６月 同社 代表取締役

ひかりサポート株式会社 代表取締役

2015年７月 株式会社光通信 MK事業部部長

2016年10月 株式会社アイ・ステーション MK事業部

課長

2017年５月 同社 代表取締役(現任)

2018年７月 株式会社Light Up ALL 代表取締役

2020年６月 当社 代表取締役社長(現任）

２
片 野 良 太
(1984年７月31日)

2007年４月 株式会社光通信 入社

21,200株

2010年11月 当社へ転籍

2012年１月 株式会社光通信へ転籍 管理本部人材開

発部

2014年12月 同社 管理本部財務部課長

2016年11月 当社 管理本部長

2017年６月 当社 取締役

2017年12月 当社 内部監査室長

2018年４月 当社 管理本部長（現任）

2020年３月 当社 常務取締役

2020年５月 当社 代表取締役常務（現任）

３
坂 本 幸 司

(1982年６月26日)

2006年５月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

コンサルティング（現：株式会社NFCホ

ールディングス） 入社

０株

2014年12月 株式会社保険見直し本舗 取締役

2015年４月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

コンサルティング（現：株式会社NFCホ

ールディングス） DM 第２事業本部 執

行役員

2017年８月 同社 ニューチャネル事業本部 執行役

員

2017年９月 株式会社Patch（現：Renxa株式会社）

取締役

2018年４月 同社 代表取締役（現任）

2020年６月 当社 取締役副社長(現任）

（注）１.当社と各候補者との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

２.各候補者が所有する当社株式は、いずれも普通株式であります。

３.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
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おり、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生ずることのある損害等が当該保険契約により補填されます。各候補者は当該

保険契約の被保険者に含まれることになります。また、任期途中に当該保険契約の同内容での更新を

予定しております。

４．執行健太郎氏は、これまで複数の企業で代表取締役を歴任し、当社子会社の株式会社アイ・ステー

ションを大きく発展させてまいりました。2020年６月以降当社の代表取締役に就任し、当社グループ

および法人向け事業の業績発展に大きく貢献してまいりました。その実績を踏まえ、当社グループの

持続的な成長と企業価値の更なる向上に必要不可欠であると判断したため、引き続き取締役として選

任をお願いするものであります。

５．片野良太氏は、これまで管理部門の責任者や内部監査室長を歴任することで培った知識と経験に基

づき当社グループの経営課題への対応策の立案および決定で重要な役割を果たしてまいりました。同

氏の知見および経験等が当社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に貢献できると判断し

たため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

６．坂本幸司氏は、当社子会社のRenxa株式会社(旧社名：株式会社Patch)の代表取締役として同社を大

きく発展させてまいりました。2020年６月以降当社の取締役に就任し、当社グループおよび個人向け

事業の業績発展に大きく貢献してまいりました。その実績を踏まえ、当社グループの持続的な成長と

企業価値の更なる向上に必要不可欠であると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いする

ものであります。

以 上
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普通株主様による種類株主総会参考書類

議 案 株式移転計画承認の件

議案の内容につきましては、株主総会参考書類24頁から58頁までに記載の第１号

議案「株式移転計画承認の件」の内容と同一であります。

以 上
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サンシャインシティ 文化会館ビル７階

７Ｆ会議室「701号室」

ＴＥＬ 03-6894-6240（代表）

〔会場への交通機関〕

ＪＲ線・

池袋駅 東口（35番出口） 徒歩15分
東武東上線・西武池袋線・

東京メトロ丸ノ内線・

有楽町線・副都心線

東京メトロ有楽町線 東池袋駅 ６・７番出口 徒歩10分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。


